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研究成果の概要（和文）： 
本研究の結果、個人加盟ユニオンについての知識の量と質を飛躍的に高めることができた。

個人加盟ユニオンの機能は多様であり、一方の極では、団体交渉など伝統的な労働組合らしい

活動を中心とするところもあれば、他方の極では、組合員にとって「居場所」を提供すること

が事実上の機能になっているものもある。上記の機能に応じて、組織構造にも違いがある。日

本の個人加盟ユニオンに類似した組織は、韓国と中国、それに米国にも発達している。これら

組織は、伝統的な労働組合が非正規労働者の権利を十分に擁護できなくなったという機能不全

の結果として生まれたという点で、共通性がある。 
 
研究成果の概要（英文）： 

 Through this project, we have substantially improved both the quantity and quality 

of information available on individual affiliate unions. The functions of individual 

affiliate unions have diversified. While collective bargaining along the lines of 

traditional labor unions remains the core activity of these organizations, the provision 

of a“place to belong” (ibasho ) for union members has become their true function. With 

regard to these functions, however, there are differences in organizational structures.  

Labor organizations similar to Japan's individual affiliate unions have developing in 

Korea, China, and the US. They share important characteristics with Japan's individual 

affiliate unions since they also have evolved in response to the inability of traditional 

unions to properly protect the rights of non-regular workers. 
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１．研究開始当初の背景 
（1）現代日本社会では、労働者の権利をま

もる社会組織としては、企業別組合の存在意

義に疑問符がつくようになっている。企業別

組合の主な組合員が正社員・正職員に限定さ

れていて、非正規労働者を組合員としないこ

とは、その疑問の一つの理由であろう。現代

日本社会では、労働条件に恵まれず、その権

利も十分にまもられない非正規労働者が急

増しつつあるが、その非正規労働者こそがま

もられていないのである。いいかえると、日

本社会における格差の進展を阻止するのに、

企業別組合はあまり機能していないといわ

ざるをえない。 

 

（2）他方、個人加盟ユニオンは、企業別組

合と対比される新型労働組合である。企業別

組合がしばしばユニオンショップによって

企業の従業員のみを半ば強制的に組織する

のに対し、個人加盟ユニオンは、文字どおり、

労働者個人の意思によってのみ組合に加入

し組合員となる。その結果として、個人加盟

ユニオンは少なくない非正規労働者を組合

員として組織し、しかも、その組合員を徐々

に増加させつつある。 

 

（3）個人加盟ユニオンの一般的特徴をキー

ワード的に指摘すると、①組織対象者の属性

を組合ごとに集中する（若者、女性、外国人、

派遣労働者など）傾向がある、②非組合員か

らうける労働相談を重視し、その組合員化を

重視する。③個別労働紛争の支援が重要な一

つの活動である、④その活動スタイルは社会

運動型 NPO との類似性がつよい、⑤個人加盟

ユニオン相互や多様な NPOとのネットワーク

関係を形成する、などがあげられよう。もち

ろん、個人加盟ユニオンそれぞれによって、

その特徴に強弱や独自性があるのも事実で

ある。 

 

（4）しかし、この個人加盟ユニオンについ

ては、新型でもあり、また労働研究の対象が

企業別組合中心に偏っていたこともあって、

上記した一般的特徴以上には十分に研究さ

れてこなかった。 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は、個人加盟ユニオンについて

事例研究および多様な視角からの総合研究

をおこなうことである。 

（1）研究参加者がすでに友好関係・協力関

係をもつ代表的な個人加盟ユニオンの事例

を選び、その構造と機能について、インテン

シブな事例研究をおこなう。 

 

（2）NPO と NPO 研究との関係に留意した研究

をおこなう。個人加盟ユニオンと社会運動

NPO とのネットワーク関係のあり方、および

NPO 研究からえられた知見との比較などに留

意する。 

 

（3）限定的な国際比較をおこなう。①韓国

の女性ユニオンの構造と機能と、日本の女性

ユニオンのそれらとの比較、②中国の農民工

支援における NPO の構造と機能の研究と、日

本の個人加盟ユニオンのそれらとの比較、③

英国と米国における非労働組合組織による

労働者支援と、日本の個人加盟ユニオンとの

比較、を企画する。 

 

 
３．研究の方法 
（1）研究参加者各自の研究分担を決定し、

各自が実施する。研究途中の成果を、インタ

ーネット上の研究参加者 ml で頻繁に情報交



換するとともに、それを持ちよる共同研究会

を定期的に開催し、研究のコラボレーション

をはかる。各人が研究を分担したうえで、そ

れをネットワークする体制ともいってよい。

（2）個人加盟ユニオンとその関連事項を研

究対象とする大学院生や若手研究者が増加

している。彼らに、我々のフィールド調査へ

の同行や研究会出席を許し、研究の機会を与

えることに留意する。また彼らの独自研究の

中間成果を研究会で発表してもらい、彼らと

我々の研究の発展をうながす。 

 
４．研究成果 

（1）個人加盟ユニオンについての知識の量

と質を飛躍的に高めることができた。下記の

とおりである。 

①個人加盟ユニオンの機能は多様であり、一

方の極では、団体交渉など伝統的な労働組合

らしい活動を中心とするところもあれば、他

方の極では、組合員にとって「居場所」を提

供することが事実上の機能になっているも

のもある。 

②上記の機能の違いに応じて、組織構造にも

違いがある。たとえば、一方の極では、複数

の専従役員が活動の中心をになうところも

あれば、他方の極では、役員は非専従であっ

て、一般組合員との違いが少ないところもあ

る。 

③日本の個人加盟ユニオンと対比される組

織が、韓国と中国、それに米国にも発達して

いる。これらは、伝統的な労働組合が非正規

労働者の権利擁護に機能不全となった結果

として生まれたという点で、共通性がある。

もちろん、各国の法制度とこれまでの労使関

係のあり方によって、これら組織の特徴に違

いがある。 

④こうした研究結果は、とくに最終 2010 年

度の研究発表（下掲「５．主な発表論文等」）

に示される。このほか、研究成果のまとめと

して、研究参加者による共著を、下記の予定

で、刊行することとした。 

遠藤公嗣編著『個人加盟ユニオンと労働 NPO』

（仮）ミネルヴァ書房、2011 年刊予定。 

 

（2）研究分担者のツテによって、2008 年度

に韓国在住の韓国人研究者に、研究会での発

表をお願いした。この研究交流が契機となっ

て、日本と韓国の研究者同士の研究フォーラ

ムを企画した。そして2009年12月4-5日に、

ソウル市で、「日韓非正規労働フォーラム

2009」を開催することができた。研究代表者

（遠藤公嗣）が日本側組織委員長であった。

その内容は、下記の雑誌論文②である。 
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